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未来を創るカーボンリサイクル技術 ： 大阪・関西万博での挑戦
エア・ウォーター株式会社  谷川 実菜 氏

グリーントランスフォーメーション（GX）の
実現に向けて

（公財）地球環境産業技術研究機構（RITE）主席研究員・東京科学大学 特任教授  秋元 圭吾 氏
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公益財団法人ひょうご環境創造協会　理事長 菅　範昭

理事長就任にあたってのご挨拶

　

　このたび、理事長に就任いたしました菅です。

　平素より、本協会の事業に多大なご支援、ご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。

　さて、本協会は、地球規模から地域レベルまでの幅広い環境問題の解決に向け、県民、NPO、事業者、行政

の皆さまとともに総合的に取り組む団体です。「環境適合型社会」の実現を目指して、環境創造事業、循環型

社会推進事業、環境調査・測定分析事業、太陽光発電事業、環境研究事業など様々な分野の事業を展開して

います。

　環境創造事業としては、家庭や中小事業者を対象に脱炭素化の支援や相談事業に取り組んでいます。

また、民間事業者と共同し、初期投資なしに太陽光発電施設を設置するための電力契約（いわゆるPPA方式）

を進めています。

　環境学習では、高校生を対象とした「ひょうご高校生 環境・未来リーダー育成プロジェクト」や持続可能な

地域づくりを担う人材育成として「脱炭素×SDGsオーガナイザープログラム」を実施しています。また、「ひょうご

環境体験館」（播磨科学公園都市内）の運営等を通じた学習機会の提供を進めています。

　循環型社会推進事業としては、近畿唯一の取組として、セメント製造事業者と共同し、焼却灰やばいじんを

セメント原料にする事業を実施しています。また、廃棄物の最終処分として、大阪湾フェニックス事業の搬入基地

を運営し、広域的・効率的な処分に寄与しています。

　環境調査・測定分析事業としては、土壌汚染やアスベスト、ＰＭ2.5など測定分析技術の高度化を図ると

ともに、自然環境の保全・再生に向けた調査・解析等の環境調査事業を実施しています。また、環境ＤＮＡ

分析など先進的な分析事業も展開しています。

　太陽光発電事業としては、管理型最終処分場に、エコひょうご尼崎発電所（尼崎沖フェニックス用地）を

建設し、その売電収益を環境保全事業の財源に活用しています。

　環境研究事業としては、「豊かな海の創造に向けた栄養塩管理」、「ＰＭ2.5等の大気汚染対策」、PFASを

はじめとする「有害化学物質対策」などの環境研究を展開しています。

　本協会は、公益法人としての使命と役割をしっかりと自覚して、環境

創造と環境保全のための取組を積極的に進めてまいりますので、引き

続きのご支援、ご協力をよろしくお願いします。





















企業訪問

高炉工程のCO2排出量を削減 自動車やビル、橋梁などに採用

〒651-8585 神戸市中央区脇浜海岸通2-2-4  TEL078-261-5111
https://www.kobelco.co.jp/

株式会社神戸製鋼所 1905年創業。日本を代表する鉄鋼メーカーとして、鉄鋼をはじめとする
素材系事業のほか、機械系事業や電力事業の領域で社会に貢献。技術や
製品、サービスなど、あらゆる角度からCO2削減にも取り組んでいる。

　神戸製鋼所は、鉄鉱石を原料にそこから酸素を取り
除き鉄に還元する石炭（コークス）を用いた高炉法で製
鉄しています。100年以上続く効率的な製造法です
が、石炭の使用によって多くのCO2を排出することが
課題になっていました。その解決策として開発を進めて
きたのがグループ会社である米国ミドレックス社の技
術を生かした製鉄法です。
　MIDREXⓇプロセスと呼ばれるこの技術は、天然ガ
スや水素を使って直接還元鉄(HBI)を製造。鉄鉱石の
一部をHBIに置き換えることでコークスの使用を減ら
し、CO2排出量を20～40%抑制するものです。コーク
スを減らすことで高炉内の温度が低下するといった問
題も同社の高度な操業技術によってクリア。加古川製
鉄所の高炉での実証には2020年に成功しています。
　2022年5月にはMIDREXⓇプロセスを活用した低
CO2高炉鋼材「KobenableⓇ Steel」を商品化。国内初
の製品として販売を開始しました。日本鉄鋼連盟、世界
鉄鋼協会によるガイドラインに基づき、CO2削減効果
の第三者認証を取得しています。

　 
Stee l」は、HBI
を高炉に装入し
使用コークスを
減らして削減した
CO2排出量を環
境価値として商
品に割り付ける
マスバランス方
式を採用。トンあたりの削減率が100%と50%、2種類
の製品を提供しています。品質は従来の鋼材と同等
で、薄板から厚板、線材、条鋼まで同社が製造するすべ
ての製品に対応しています。
　発売直後から低CO2鋼材を象徴的に使いたいという
企業や自治体の採用が続き、自動車やビル、橋梁など
に導入されてきました。一方、HBIの製造や高炉での利
用にはコストがかかるのが現状です。「製品の価格が割
高なので、現在の購入はカーボンニュートラルに取り組
む姿勢を示したいというお客様が中心です」と安全・環
境部長の泥俊和さん。「ただ、お客様にとっても低CO2
鋼材を導入する意義は増していると感じます。将来的
には使用する天然ガスをすべて水素に置き換えられれ
ば、CO2を一切出さない還元法が可能になりますの
で、低CO2高炉鋼材の技術についてはさらなる研究と
実証を進めているところです」
　グリーンスチールを使ったエコカーへの補助金が決
定するなど、グリーンスチール普及が今後さらに進む
ことが期待されます。同社ではすでに2050年のカーボ
ンニュートラルに向けたロードマップを公開。製鉄工程
においては、HBIやスクラップを原料に製鉄する電気炉
の導入も視野に入れて脱炭素化に向けた技術検討を
進めています。加古川製鉄所の高炉▲

独自技術で製造する
直接還元鉄HBI

▲

「KobenableⓇ Steel」の商標▲

製造時のCO2排出量を削減したグリーンスチールへの期待が高まる
なか、低CO2高炉鋼材をいち早く商品化した神戸製鋼所。これまでに
培われてきた製鉄技術に新たな還元鉄技術を加えて、製鉄工程での
CO2削減を実現しています。

カーボンニュートラルへ
独自技術で低CO2高炉鋼材

Ⓡ「Kobenable



■養父市 経営企画部 経営政策・国家戦略特区課  TEL079-662-7602  〒667-8651 養父市八鹿町八鹿1675  https://www.city.yabu.hyogo.jp/

や ぶ

●人口/20,808人　●世帯数/9,008世帯
●面積/422.91㎢　（2025年3月末日現在）

養父郡の八鹿町・養父町・大屋町・関宮町が合併し
て2004年に誕生。但馬地域の中央に位置し、県内
最高峰の氷ノ山や鉢伏山、天滝など豊かな自然を
誇る名所が点在しています。面積の8割以上を森林
が占める中山間地域で、農業では稲作が中心。蛇紋
岩米や但馬ビーフ、八鹿豚、朝倉山椒などの特産品
も人気です。

日本一農業をしやすいまちへ
特区制度で課題解決を目指す

市町の取り組み

企業による農地取得で担い手を確保 中山間地域の価値創造へ続く挑戦

農林水産省「つなぐ棚田遺産」に認定された能座地区の棚田風景▲

有機農業の普及を進める「おおや有機農業の学校」▲

養父市
　養父市が国家戦略特区（中山間農業改革特区）の第一
次指定を受けたのは2014年5月。人口減少と少子高齢
化、農業の担い手不足による耕作放棄地の増加が深刻
化するなか、特区制度を活用した規制改革で課題解決
を目指しました。指定から10年余りが経過した現在、さ
まざまな成果が生まれています。
　その一つが企業による農地取得の特例です。第一段
階として農地の権利移動の許可事務を農業委員会から
市に移管。農地が流動化しやすい環境を整えた後、農業
生産法人の役員要件を緩和する特例を活用し、企業の
農業参入を促進しました。さらなる規制緩和となる企業
による農地取得の特例は、2016年9月の改正特区法施
行とともに動き始めました。企業の経営ノウハウを生か
した農業の担い手確保と耕作放棄地の解消が目的で、
これまでに要件緩和によって参入した事業者は延べ14
社、企業による農地取得の特例を活用した事業者は7社
を数えます。
　市南部の能座地区では市外から参入した企業が酒米
作りを始め、休耕田を再生。美しい棚田風景をよみがえ
らせました。日本酒の製造・販売にも取り組み、6次産業
化が進んでいます。「企業はリースではなく農地を取得
することで投資ができる。規制改革が全国に広がり、多
様な農業の担い手が増えればと思います」と経営政策・
国家戦略特区課主幹の藤原将司さんは話します。

　特区の農業分
野以外の取り組
みでは、道路運送
法の特例である
自家用車による
旅客運送事業「や
ぶくる」が注目を
集めています。交
通網が十分ではないエリアで地域住民がドライバーと
なって移動を支援。2018年5月からスタートし、当初は
大屋地域と関宮地域を運行エリアとしていましたが、
2024年4月に八鹿地域や養父地域にもエリアを拡大
し、鉄道駅や中核病院、複合商業施設などへスポット運
行を開始したことで利用件数は約２倍に増加しました。
利用目的は高齢者の通院や買い物が中心です。さらに
利便性を高めてリピーターを増やすとともに、既存の交
通事業者と共存を図りながら観光客にも利用してもらえ
る体制を構築していく計画です。
　また、特区の目
標の一つである
「多様な“農あるラ
イフスタイル”」を
テーマに有機農
業の推進にも力
を入れています。
2023年6月に「オ
ーガニックビレッジ宣言」を行い、有機野菜の栽培支援
や、栽培技術を教える「おおや有機農業の学校」など「日
本一農業がしやすいまち」を目指す取り組みを充実させ
ています。さらに今後は、特区制度を絡ませてデジタル
化を推進することで少子化や過疎化といった課題の解
決を目指す養父市。中山間地域のモデルとして挑戦は
続きます。

市民ドライバーが利用者の移動を担う「やぶくる」▲

まさし
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エコ
トピ 新しい兵庫県環境基本計画ができました

計画の基本理念等

　計画の方針として、「環境価値の創出」を位置づけました。環境施策を展開することで、環境面の課題を解決するだ
けでなく、経済全体の高付加価値化や地域活性化、さらには歴史文化の継承、景観の保全などにも貢献するような価
値（＝環境価値）を創出することをめざします。

　脱炭素分野では、直接的な温室効果ガス排出量の削減だけでなく、エネルギー源の転換やライフスタイルの変容、
環境と共生するまちづくりなど、幅広い視点で取組を進めます。

“2050年二酸化炭素排出実質ゼロ”の目標に向け、兵庫県が取り得る中長期的な道筋を示すロードマップを
作成し、広く共有します。

水素ステーションの整備や燃料電池トラックの導入への補助など水素の利活用拡大を図ります。

　兵庫県では、地球温暖化や生物多様性の損失、海洋プラごみ問題など、環境を取り巻く課題に適切に対応するため、
本年3月、「第6次兵庫県環境基本計画」を策定しました。この計画のもと、県民や事業者の方々、市町など多様な主体
と連携・協働し、環境施策を推進していきます。

脱炭素分野の主な施策

具体的施策の展開

ロードマップの作成

水素の利活用推進

ペロブスカイト太陽電池等を活用した地域脱炭素の強化

脱炭素型ライフスタイルへの転換

カーボン・ゼロのり▲

▲ペロブスカイト太陽電池を活用した
　営農型太陽光発電設備のイメージ
　（出典：積水化学工業㈱・㈱TERRA）

兵庫県環境部環境政策課

基本理念 将来につなぐ兵庫の自然の恵み～県民と共に創る環境価値～

環境価値の創出・兵庫らしい取組例

●「兵庫のり」のブランディング ● 環境創造型農業における環境価値
有機農業など環境創造型農業の価値（生物多様
性､脱炭素など環境負荷の低減）を農産品のブラ
ンディングにつな
げる取組

「脱炭素」「自然共生」「資源循環」を基軸とし、環境価値を創出
環境施策等の統合的な展開によって、健全･快適な生活環境を確保
共創力を発揮するとともに、その担い手を確保

養殖ノリにブルーカーボンの価値を上乗せし、「カーボ
ン・ゼロのり」としてのブランディングをする
ことでCO2削減、豊かな海づくり、森林保全
といった相乗効果を発揮させる取組

コウノトリ育むお米▶

身近な脱炭素アクションを実践することで、脱炭素と快適な暮らしの両立を
目指す、新しい暮らし方「ひょうご1.5℃ライフスタイル」の普及啓発を図ります。

ペロブスカイト太陽電池の軽くて曲がる特性を生かした営農型太陽光発電の
実証実験を実施し、導入に向けた検討を進めます。
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瀬戸内海のCOD上昇の原因究明

１

2

　CODは、化学的酸素要求量（Chemical Oxygen Demand）の略語であり、有機汚濁指標として
全国の海域や湖沼で観測が行われています。CODの値が大きいほど、環境水中に有機物が多く含ま
れ、水環境を悪化させるリスクが高まることを示します。瀬戸内海では、CODの環境基準（目標値）を
達成するために、1970年代以降、陸域から海に流れ出る有機物や、海の植物プランクトン（有機物）
を増殖させる栄養塩類の負荷量が削減されてきました。これらの取組みにもかかわらず、瀬戸内海の
多くの海域では、CODは下がりませんでした。それどころか、CODが上昇して、環境基準を達成でき
なくなった海域もあります。なぜ、このような現象が起きるのかは、よく分かっていませんでした。

CODとは

兵庫県環境研究センターでの取組み
　当センターは、京都大学名誉教授の藤原建紀先生と共同で、瀬戸内海
の現地調査や室内実験を行い、また、観測データを解析することで、 
COD上昇の原因を明らかにしました。
　長年の有機物や栄養塩類の負荷量削減は、海水中の粒状態の有機物を
減らすことに効果がみられました。この結果は、海の透明度の上昇や、赤潮
（植物プランクトンの異常増殖）の減少にも現れています。COD上昇は、
溶存態の有機物の方に原因がありました（図1）。溶存有機物は、近年、難
分解化する傾向がみられています。これには、海の栄養塩類の減少が関係
していると考えられます。貧栄養の海では、栄養価値が低くて微生物が食
べにくい難分解性の有機物が作られます。有機物の多くは沿岸域で作ら
れますが、分解が進まずに沖合の観測点へと流れていくと、CODの観測
値は、過去よりも高くなります（図2）。詳しくは、「閉鎖性海域のCOD上昇. 
水環境学会誌47（1）、37－46（2024）」をご覧ください。

　難分解性の有機物は、生物に利用され難い性質から、水環境に及ぼす変
化は小さいといえます。瀬戸内海の多くの海域が貧栄養となり、難分解性
が海水中有機物の主体となった現在では、CODは有機汚濁指標として機
能していないと考えられます。
　本研究の成果がひとつの根拠となり、令和７年４月から、CODは環境基
準の達成評価を必ずしも行わなくてもよいことが、環境省から示されまし
た。当センターは、これからも、有機汚濁の評価を適切に行うために必要な
調査研究を続けて参ります。
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▲図1 瀬戸内海播磨灘の有機物濃度

▲現地調査（海水の採水）

▲COD測定

▲図2 観測点のCOD上昇イメージ

（年度毎の観測点の平均COD）

（https://www.jstage.jst.go.jp/article/jswe/47/1/47_37/_article/-char/ja）

協会の取り組み

兵庫県環境研究センター
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「うちエコ診断Ｗｅｂサービス
 普及キャンペーン」を実施します!（予告）

「うちエコ診断WEBサービス」とは？
　スマホやご自宅のパソコンなどWEB上で、いつでもお好きな時間に「うちエコ診断」ができるもの
で、５分程度の簡単な診断が可能です。さらに、おうちの中で気になっているところを詳しく診断した
り、省エネ家電に買換えた場合のシミュレーションを行ったりすることができます。

「うちエコ診断WEBサービス普及キャンペーン」

キャンペーン概要

　「うちエコ診断WEBサービス」を広く県民のみなさまにご利用いただくため、令和7年度に「うちエコ
診断WEBサービス普及キャンペーン」を行います。
　WEBでうちエコ診断を受診し、1カ月後に事務局から送付するアンケートに回答すると、先着
1,000名様にQUOカードをプレゼントします。
　なお、キャンペーンの開始・応募方法等詳細は、令和7年7月1日（火）より当協会ホームページにて
お知らせします。

うちエコ診断WEBサービス

●応 募 対 象 者
●応 募 期 間
●プレゼント内容

兵庫県に在住の18歳以上の方（1世帯1名様に限る）
令和7年7月1日（火）～QUOカードが無くなり次第終了
QUOカード500円分

　当協会では、平成22年から全国に先駆けて、うちエコ診断士との対面によるうちエコ診断を実施
していますが、より身近にうちエコ診断を受診してもらい、家庭での省エネ、CO2削減につなげて
いくため、従来の対面診断に加え、「うちエコ診断WEBサービス」を令和7年夏から本格的に実施します。

QUOカードを
プレゼント
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	1ページ
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